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 川崎市持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進方針

の策定について

資料１ 川崎市持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

推進方針【概要版】 

 資料２ 「川崎市持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

推進方針（案）」に関する意見募集の実施結果 

について 

 資料３ 川崎市持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

     推進方針 
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第１章 策定の背景と目的（趣旨）
１ 策定の背景 
（１）国連における取組

・ 平成27（2015）年９月 国連     先進国と開発途上国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍
的な目標として、持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（「2030 アジェンダ」）が採択された。 

・ 2030        世界全体 経済 社会及 環境 三側面  不可分      調和   統合的取
組として作成され、この中に持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）として 17 のゴール（目標）と 169 のターゲ
ットが掲げられた。 

■ＳＤＧｓ 17 のゴール（ロゴ） 出典 国際連合広報    WEB サイトより

（２）国における取組 
・ ＳＤＧｓ推進本部の設置 
2030 アジェンダの採択を受けて、内閣総理大臣 本部長   全閣僚 構成員   持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）推進本部を、平成 28（2016）年５月 内閣に設置。 

・ 実施指針の策定 
持続可能な経済・社会づくりに向け、あらゆる分野のステークホルダーと連携しつつ、広範な施策や資源を効果
的かつ一貫した形で動員していくことを可能とするために、国家戦略    持続可能 開発目標（ＳＤＧｓ）
実施指針」を平成 28（2016）年 12月に策定。 

⇒ 実施指針          「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統
合的向上が実現された未来への先駆者をめざす」 

・ 国の実施指針において、地方自治体 対  各種計画 戦略 方針 策定 改定にあたりＳＤＧｓの要
素を最大限反映するとともに、ＳＤＧｓ達成に向けた取組を促進することを求めている。 

（３）本市のＳＤＧｓに関連するこれまでの取組 
・ 川崎市総合計画第２期実施計画への位置づけ 
第２期実施計画において、計画の推進に向けた取組の考え方に、「持続可能な開発目標（SDGｓ）を踏
まえた施策・事務事業の推進」を掲げ、SDGｓ 理念 国の動向等を踏まえながら、各施策・事務事業を実
施するとともに、関連の深い分野別計画等との連携を図ることで、SDGｓ達成に向けた取組の推進を担うと位
置付けた。 

・ 分野別計画等への反映 
分野別計画等（川崎市         創生総合戦略改訂版、川崎市国際施策推進プラン第 2期実行プ
ログラム、川崎市一般廃棄物処理基本計画第 2 期行動計画、かわさきパラムーブメント第 2 期推進ビジョン
等）において、SDGｓを踏まえた策定・改定を行い、取組を進めている。 

２ 策定の目的（趣旨） 
・ 本市の将来にわたる持続的な発展を図る上では、本市自らが積極的にＳＤＧｓ達成に寄与する取組を進めてい
く必要があることから、ＳＤＧｓの推進に関する基本的な方針を定める。 

第２章 ＳＤＧｓの推進に向けた基本的な考え方 

１ 方針策定の考え方 
・ ＳＤＧｓが総合計画の基本構想 掲       都市像 成長 成熟 調和   持続可能 最幸 
まち かわさき」と同様の方向性であることから、総合計画を推進することを基本に、本市としてＳＤＧｓの達
成に寄与する取組を進める上での考え方を取りまとめる。 

・ 総合計画と連動させた内容で構成する。 

２ ＳＤＧｓの推進に向けた姿勢 
・ 国の実施指針においては、「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上
が実現された未来への先駆者を目指す」とされている。 

・ 本市においても、ＳＤＧｓの理念 目標、国の動向等を踏まえながら総合計画の各施策・事務事業を実施
することで、全庁をあげてＳＤＧｓ達成に寄与する取組を推進する。 

・ 各施策・事務事業を進めるにあたっては 職員一人    ＳＤＧｓ 趣旨 十分 理解  上  持続可
能        誰一人取 残        強 意識  取組 進       各施策・事務事業の連携
 市民 企業 団体等 多様           連携 図       経済 社会・環境の三側面の調
和や統合的な向上を目指した取組を推進する。 

３ 方針の期間 
・ SDGｓが 2030年 目指  目標       、取組期間を平成 42（2030）年までとする。なお、総合
計画と連動した内容で構成していることから、第３期実施計画 策定 合   見直  検討   

川崎市持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進方針【概要版】  資料１ 
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４ 基本目標と基本的な方向 
（１）基本目標

・ １の考え方を踏まえ、本方針の基本目標や基本的な方向については、総合計画 理念 基本目標 基本
計画等を踏まえて位置づける。 
・ 具体的には、総合計画の基本構想とその実現に向けたまちづくりの基本目標を踏まえ、次のとおり定める。 

（２）基本的な方向
  ・ 総合計画では、基本計画において２３の政策及びその方向性を定めている。基本計画は、中期の具体的

な取組を定める実施計画の方向性を示すものであることから、本市がＳＤＧｓ達成に寄与する取組を推進
する上での基本的な方向を、総合計画の基本計画に定める２３の政策とする。 

第３章 川崎市総合計画とＳＤＧｓとの対応 
・ ＳＤＧｓを的確にとらえた取組を着実に進めるために、総合計画とＳＤＧｓの対応を明らかにする。総合計
画の 23 の政策、及び、73 の施策と、ＳＤＧｓの１7のゴール等との対応を示す。 

■総合計画第２期実施計画 施策 ＳＤＧｓ    等  対応（例）

第４章 推進方策
１ 推進体制 

・ ＳＤＧｓに関する取組については、総合計画に基づく各施策・事務事業等を通じて推進するため、市長 
本部長   全局（室）区長 構成   総合計画策定推進本部会議を活用し、全庁的に取組を進める。 

・ 関連する施策等を総合的かつ効果的に推進するために、関係部署相互が緊密な連携を図り、取組を進める。 

２ 取組の推進を図るための方策 
（１）各種計画等への反映 
    ・ 各種計画等の策定及び改定にあたっては、ＳＤＧｓの要素を的確に反映し、１７のゴールとの対応の整

理等 行 とともに、経済・社会・環境の三側面の調和や統合的な向上を目指した取組を推進する。 

（２）国の取組との連動
・ 経済・社会・環境の三側面における新しい価値の創出を通じた持続可能な開発の実現を目指す上では、
各施策・事務事業を進める中で、経済・社会・環境のそれぞれの分野の課題解決につなげるのみならず、
各分野における双方向のより高い相乗効果を創出する効果的かつ統合的な取組を、国の事業等を活用し
ながら進める。 

（３）多様な主体との連携
・ 各施策・事務事業を進めるにあたっては、多様な主体（ステークホルダー）と連携して取組を進める。 

・ 民間事業者           基  市民満足度 高 行政     提供 向      構築  
上でも、ＳＤＧｓを踏まえた連携を図る。 

（４）職員  理解浸透 市民、企業、団体等への普及啓発 
・ 市民 企業 団体等 ＳＤＧｓ 対  主体的 行動 取 組      市 率先  ＳＤＧｓ 
関連した取組を進める必要があることから、職員に対して研修等 実施  ＳＤＧｓ 理解 深  。 

・ ＳＤＧｓとの関連性が高い事業やイベント等の実施にあたり ＳＤＧｓ 関  情報発信 積極的 行
うなど、あらゆる機会を通じてＳＤＧｓの理念 共有や理解 の向上に向けた情報発信・普及啓発に取り
組む。 

３ 進行管理 
・ 本方針の取組については、総合計画 基  各施策 事務事業 通  行    進行管理 総合計画に
おける進行管理と一体的に行  

方針策定のスケジュール 
・ 平成 30（2018）年 11 月  パブリックコメントの実施 

                     11 月 16 日 12 月 26 日（41日間） 

・ 平成 31（2019）年 02 月  方針の策定 

【本方針の基本目標】    １． 安心のふるさとづくり 
２． 力強 産業都市   

施策名 

方向性 
ＳＤＧｓとの対応 

ゴール ターゲット 関連する事務事業

１－１－１ 災害・危機事象に備える対策の推進 
●「国土強靭化地域計画」や「地域防災計画」
等の各種防災計画に基づいたハード・ソフト両
面からの防災・減災対策の推進 

●地域防災力 更  強化 目的    市民
への効果的な啓発や実践的な防災訓練の充
実など、災害時に実効性のある取組の推進 

●全職員一丸となった防災対策を推進するため
  職員一人    防災意識 高揚 災害
対応能力 向上 向  取組 推進

●市民 防災意識 高   備     人 
備えていく」ための環境づくりと、「防災から始ま
  力強     実現 向  危機管理体
制の充実

1.5 
9.1 
11.5 
11.7 
11.b  
13.1 
17.17

 防災対策管理運営事業

・地域防災推進事業 

・防災施設整備事業 

・公園防災機能向上事業 

・本庁舎等建替事業 

・港湾施設改修(防災・減災） 

・海岸保全施設維持整備事業 

・水防業務 

政策１－１ 災害から生命を守る

第２期実施計画における施策の方向性を

記載

第２期実施計画の事務事

業のうち、左記のゴールや

ターゲットに関連する事

務事業を記載

施策と対応するＳＤＧｓのゴー

ル及びターゲットを記載
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